
別紙 1

計算書類に対する注記 (法人全体用)

継続事業の前提|二 重要な疑表を生しさせる事象や状況は有 '1ま
せん

2.重 要 な会 計 方 針

1.継 続事業の前提に関す る注記

重要 な会計方針の変更

特、
=な

し

法人で採用す る退職給付制度

,3)有 価証券の評価基準及び評価方i=

当二人に有価証券が有 ||ま ,~.

・満期rR育 目ltの 債権等―償却原価法 に 額法 )

(1)固定資産の減価償却の方法

・平成19年 3月 31日 以前に取得した有形固定資産

取得価額の10・,を残存価額とし取得価頷に償却車を手する・
~る

定額法.耐用年数到ま時

にお tヽ て、使用する責産はそ
`ttて

つ償却方法を延長し備
=価

額 (l円 )ま ~償却を行う
.

・平成1,■4月 1日 移行に取
=し

た有形固定資産

崚存価額をゼ=を し償却果計額が取得価頷から備忘価額 (1円 )を 控除 _た 全額、1達■
~る

まで償却する.償却事を柔する定額法.

・無形固定資r=

当初より攻存価額をゼロとし.償却事を手する定頷法.

(2)引 当全の計上基準

・退職給与引当全

`川
県金沢市社会福祉協議会退職共済制度に基づき.期 末退職至要支結額を計 卜しています

.

・賞与ラ1当 全 職員にヽ十ろ賞与の東給、■備ぇるた0.支治見込額のうち当年度に帰属する額を計上してt｀ 三十.

3

4

加入している退職■済制度は.次の 1お 1'で す
.

・確定結け型退職檜け制責 ― ,|1県 全沢市社会福祉協議会が王催する退職共済制度

・確定拠出型退職給付制度 ― 独立行政法人に療福祉機構→:主 催する退臓共済制度

5_法 人が作成す る計算書類等 と拠点区分、サー ビス区分

当,■
'、

が作成する計算書類 |ま 以下の通り、二なつてt｀ 三十
.

11)法 人全体′)計 算書類

(第 1号の 1様式.第 2■の 1様式.篤 3号の 1様式
'

(第 1号の 3様式.第 2号の 3様式.第 3号の 3様式｀

(2)社会福祉事業.公益事業区分 (■ お :す る事業区分計算書

(第 1号の 2様式.第 2号の 2様式.第 3号の 2様式 )

(3,本部.■育保育園.福祉センタ~.さ つき苑.児童クラブ.居宅介護支援拠点区分|二 おける拠点区分計算書

t第 1号の■様式、第 2号の4様式.第 3号の4様式 )



6.基 本財産の増減の内容及び金額

基本け産の増減の内容及び全頷ほ以 下の とお ,に〔→

(単位 :円 ｀

基本時産の種類 前期末■高 当期増加額 当期減少頷 当期末残高

土地 101.991.000 101.9,1 000

建物 25.7o9.518 2.051.41「 23.65S. 101

定期預金

合計 l17.703.51S 2.t)51.41「 125,652, 101

7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

言
'当

●し

8 満 期 保 有 目 的 の 債 券 の 内 訳 並 び に 帳 簿 価 額 、 時 価 及 び 評 価 損 益

有価証券■11・ 資産状況|よ 各拠点参照.

担保 に供 している資産

該当なし

関連 当事者 との取 引の内容

該当な し

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当なし

合併及び事業の譲渡若 しくは事業の譲受 け

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要 な事項

9

10

11

12

13

14

(1'会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用した会計処理、■開する事項 ― 該当なし

(3)勘定科日の内容について特に説明を要する事項  該当なし

14)法令、所轄庁の通知等で持てこ説明を求●られている事項 ・該当なし



別紙 2

計算書類に対する注記 (本部用)

1.継 続事業の前提 に関す る注記

継続事業の前提、「 重要なモ義を生しさせる事微や状況は有 ||ま せん

2.重 要 な会 計 方針

(1,固定資産の減価償却の方法

・平成19年 3H31日 以前 ,こ 取得した有形固定資産

取得価額の10%を 要存価憲とし取得価額に償却率を柔する十る定額■.耐用年数到来時

iIお いても使用十る資とはそれまでの償却方法を延長し備忘価額 11円
'ま

で償却を行う.

・平成19■ 4月 l曰 移行に取得した育形固定資産

藍存価額をゼロとし償却果計額が取得価額から備忘価額 (lF=1を控除した全頷 i■達十る

まで償却する.償却卒■乗する定額苦 _

・無形固定資産

当初より残存価額をゼロとt_償却率を柔→`る定額法_

(2)引 当壼・う計上基準

・賞与引当金 ・該当な [_

(3)有価証券の評価基準及び評価方法

当施設に有価証券はあります
.

・満期保有日的の債痣等―償却原価法 碇 嶺法 )

3.重 要 な会計方針の変更

4.採 用す る退職給付制度

該当な し

該当●し

5.拠 点が作成する計算書類等 と拠 点区分

6.基 本財産の増減の内容及 び金額

当拠点が作成する計算書類 |ま 以下の通 1,に なっています.

(1｀ 本●Fの 計算書類 (第 1号の4株式.第 2号の■様式.第 3号の■様式
'

(21本部拠点区分事業活動明細書 (会 計基準別紙■)|=省略している.

(3)本部拠ど区分資金1・ 支明細書 (会計基準別紙 3)|ェ省略している.

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです

(単位 :円 )

基本財産′う種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末技高

土地

建 物

定期預金

合計



7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分 に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

9.関 連 当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当な し

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要 な事項

トヨタ自動車株式会社第25回無担保社債 1ウ ープン7ラ 7ッ ト債, ‐購入額10.010.000円  評価額9.966.011[1 評価損34.000円

10

11

12

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たこ採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3'勘定科目の内容、こついて持 |こ説明を要する事項  号′当なし

,4).=令 .所轄庁′)通知等で特に説明を求
'"bllて

いる事項  該当なし



別紙 2

計算書類に対する注記 (福祉センター用)

(1'固定資産の減価償却の方法

―平成19年 3月 31日 以前、こ取得した有形固定資産

取得価頷の10'|を 表存価額とし取得価頷 ,こ 償却率を柔する■~る
定額法.耐用年数到来時

:[お いても使用する費産|ま そィtま での償却方
=を

延長し備忘価額 (1円 )ま で償却を行う

・平成19年 1月 l口 移行に取得した育形固定貪産

要存価額をゼ
=1と

し償却累計額が取得価額,ら 備忘価額 tl円 )を控除した金額に達する

ま~償却する.償 +'事 を柔する定額法_

・無形固定責産

当初よ1,蓑存価額をゼロとし.償却事を乗ずる定頷
=_

12)引 当全の計上基準

・退職そ与引当全

石川県全沢市退職共済制度に基づき.期 末退職全要支給額を計 Hし
~い

ま十.

・賞与引当全 職員に対する賞与の支綸、こ備ぇるため.支給見込額の うち当年度、こ掃属する猿を計上していま■‐

当施設 ,二 有価証券及びリース資 F‐ は有つませた_

重要 な会 計 方 針 の 変 更

特になし

採 用す る退職 給 付制 度

加入している退職共清制度に.次のとお |サ です
.

・確定給仕型退職給付制度 一 石川県全沢市社会福祉協議会が主催する退職共済制度

5.拠 点が作成す る計算書類等 と拠点区分

1.継 続事業の前提 に関す る注記

経続事業の前提 ,二 重要な疑義を生 tiさ せる事象や状況は清 hま せん.

2.重 要 な会計方針

6.基 本財産の増減の内容及び金額

当
=′

、が |「成する計算書類
`ま

以下の通 |:〕 、こなってい・・ す
.

(1)福祉セ/々 ―拠点区分
`)計

算書類 (第 1号のユ様式.第 2号つ 4様式、第 3号の 4‐様式
'

(2｀ 福祉センター拠点区分事業活動明細書 (会計基準別祇 4'|ま 省略 してtヽ る.

13)福祉セ′ター拠点区分資金収支明細書 t会計基準別訳 :3)|ま 省略して1ヽ る.

3

4

基本町産の増減の内容及び全額 |ま 以下のとおりです



(早位 :円 )

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少頷 当期末残高

土地 27.437.61S 27.437.6-18

建 物 11.527.016 6Fl`F38 10.856.278

定期預金

合計 3S.964.664 6Fl.F3, 38.292.926

7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分 に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

9

該当な し

担保 に供 している資産

該当たし

関連当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重 要 な 後 発 事 象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要な事項

10

1  1

12

13

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3)勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

(4)法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし



別紙 2

計算書類に対する注記 (さ つき苑用)

1.継 続事業の前提 に関す る注記

2.重 要 な会 計 方針

継続事業の前提、二重要な疑表を生しさせる事象や状況 |ま 有りませ、

tl)固定費産の減価償却つ方法

・平成10年 3日 31日 ス́前、1鳳 得した有形固定資産

取得価額′)10%を 表存価額とし取得価額に償却字を手するする定額法.耐用■数到来時

、こおいても使用十る資産はそれまで′)償却方法を延長 1_備 忘価額 tl円 ,ま で償却を行う_

・平成19年 1月 l曰 移行に取得した有形固定資産

政存価額をゼロとし償却果計頷が取得価額から備忘価額 (l円 )を 控「・Fし た金額 ,こ 達―る

まで償却する.償却
=を

雫ずる定額法.

・無形固定贅産

当初よ|,表 存価額をゼロとし.償却卒を柔する定頷凛.

(2)弓 1当 全√)計 L基準

・退職給与引当全

●川県全沢市退職共済制度 .■ 基っき.期 末退臓全要支給額を計上し
~1｀

三十_

・賞与引当全 職員に

'十
る賞与の文始に時えるため.支お見込頷●,う ち当年度に掃属

「

る額を計上してtヽ ま―■

(3'有価証痴 )評 価基準及び評価方,去

当施設 |二 有価証券ほゐ
',ま

す
.

・満期保有目的の債権等―償却原価法 に 頷法)

3.重 要な会計方針の変更

4.採 用す る退職給付制度

加入している退職共済制度は.,矢 のとお |'~す
_

・確定給付型退職TF付 制度 ― 口 |1県 全択市社会福祉協議会が主催する退職共済制度

・確定拠出型退職檜付制度 ― ,虫 立行政法ブ、医療福祉機構が主催十 ,́退職+済制度

5_拠 点が作成す る計算書類等 と拠点区分

当施設が作成する計算書類は以下の通つ:〔 なってt、 三十

(1)き つき苑拠点区分の計算書類 (第 1号・'■ 様式.第 2号の 4様式.第 1〕 号の 4様式)

(2｀ きつき苑拠点区分事業活動明細書 (会計基準311紙 4)1ま 省略している

(3)き つき苑拠点区,資金収支明細書 (会計基準別紙 3)は省略している_

6.基 本財産の増減の内容及び金額

特になし

基本財産の増減の内容及び全額に以下の とお 1)で す



(単位 :円 )

基本叶産の種類 前期末ヽ高 当期増加額 当期減少額 当期末要高

土地 52.43S,21S 52.438,2,S

建 物 ll.896.423 l.002,2S2 10.S61.111

定期預金

合計 4ヽ.334.6'1 l.032.2S2 63.3(,2.389

7_基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額 、時価及び評価損益

大和証券G本 社社債 :購入額 10.000.000「 I 時価11.047.100円  評価益47.000円・

9 担保 に供 している資産

該当なし

関連当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当な し

重 要 な後 発事 象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要 な事項

10

11

12

13

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3)勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

(4)法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし



別 紙 2

計算書類に対する注記 (愛育保育園用 )

1.継 続事業の前提に関す る注記

2 重要 な会計 方針

重要 な会計方針の変更

特にな し

採用す る退職 給付制度

||■、 f(.退 職■●制質 .■

.t til十 型退職市 |■ 制 |■

¬配t拠出型退職市 |夕 制責

111t事■・・前提.:重 要・
=t[表

′
'′
■| `.・

'1_事
■・`'t・兒.■ 育‐t‐

蜀t賃 産 ‐咸価償却 ■‐i

.T●tl●
==¬

・出 ″前.1欧「■ .― 百″ヨ■資三

:「 :得 価額■■ ,■
.,■ ●価

`|_ミ
ィ早1面 額 .~1営 」l=■ ■■

'‐
―_■鑽,■  mlFl=|(FI_■ 時

‐ ‐  11■ 口~・ ―占

“

1・ 1:F´ ■信却
'●

|■
―モ■ .青

=1面 ".:.L i=宮
却■.|

・■●1'1■‐出 ill‐・
=・

は
'肇

_ _円「
・日三百三

■■価■・ 一 」  1自」|=計 ■ .n=1面 ¨ .青
=価

霜 1■―

三 :1自 コ…ル: .賞 コ■―=― :|=櫻
=

・I千′固定資■

1■口‐ ■■価額スー̀ 1■    首ヽ」
=″ 華‐‐it額 ,■

弓1当 F tl_.■ +

liI最 ,.=i:|

,奎 :i

=・ 4檬 ,、  ■ '‐ .41T=

■1略  ~ =

I彗 15  : 三ヽ

百111県 ,F、 市,■喘上●判t.~■  ■ 期 tl■
'薇

Ftt tTご額
~■

計 い [_=~

・菖■・ ..,や  喘員.~■ ‐~■
富‐r ti.:備 .:,´一  .薔

見し額‐  ■■■ヽ.~帰 属―‐:額 オ・計上

当■■
~有

価証■■■‐‐ス資■.I言 .=―

3

4

「
|||■ IFIPキ it=橿 柾●護|■ ｀三|き

~■
量職上斉制質

■■・〒F(.=、 F●福祉ヽ構
~・ I催― lt職士.,¬ |ヽ

5.拠 点が作成す る計算書類等 と拠点区分

」拠こ ・111t―・ て デ+

ゞ古■育日興

=育
.'育 回t

i育 .旱 青日拠

草書51″ ‐ ‐
垣  :_ I〔 ‐

ご医‐ 言↓蔓書ヽ 三 _i 4,「ミ ■

=[ヽ
´
`■

十菫|ヽ 朝』書 」+ヽ 準早|11■ _

ビF‐資EI■ ■明』書 =計
=笙

|111F■

6.基 本財産の増減の内容及び金額

,I●1■
~冑H●¬さ■

‐
Fを,:. ・  ‐■・ . I―



7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

8 満期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額 、時価及び評価損益

9.担 保に供 している資産

寧 :: エ

ヽ
=11■

‐種編 前鍋■ 1長 局 L翔 増n,頴 ‐¬期 :ヽ 1有員 ョ期■■高

+:地 llヽ 11ヽ .lヽ 1■ 1

建キ‐ .● |_1,ヽ |

τ゛預 f

‐ 言十

:‐ .| _‐

関連 当事者 との取引の内容

該当なし

重要な偶発債務

該当なし

重要 な後発事 象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及 び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要な事項

10

11

12

13

1 会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

2)新たに採用 した会計処理に関する事項 ― 該当なし

3 勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

4 法0.所籍庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なじ

■
~

_. 
‐

|‐ .‐ |‐

_..●
~~. .`|~

詳 .,■

十■ ■
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計算書類に対する注記 (児童クラブ用)

1.継 続事業の前提 に関す る注記

祉続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有 hま せん

2.重 要 な会 計 方針

重要な会計方針の変更

特になし

採用す る退職給付制度

5.拠 点が作成す る計算書類等 と拠 点区分

6.基 本財産の増減の内容及び金額

(1)固定資産の減価償却の方法

・平成19年 3月 31曰 ユ前 ,~取 得した有形日t資産

取得価額の10ち を要存価嶺 とし取得価額に償却事を乗ずる→`る定額法.耐用年数到来時

、こおいても使用する責産|ェそ,tま での償却方法を延長し備忘価額、1円 )ま で償却を行う
.

・平成19年1月 1日 移行、こ驚写した育形固定資産

政存価額をゼじとし償却果計額が取得価額か ,3備忘価額 (1円 )を控除した金額、こ達●‐る

まで償却する.償却卒を乗ずる定額:=

・無形固定責産

当初よ ,`要存価額をゼロLt.償却率を幸する定額法.

12'引 当全′)計上基準

・退職給与引当全

●川県金沢市退職共済制度に基づき.期 末退臓金要支給額を計上していま→―.

・賞与引当全・臓員に対する賞与の支始、■艤えるため.女檜見込額の・ウち当年度に帰属する額■計上しています

当法′、1薫価証券及びリース資産lま 有 1,ま せん‐

3

4

加入している退職共済制度は.1矢 0と お t'~す .

・確定綸付型退臓拾付制度 一 石川県全沢市社会福祉|・嘉議会が王催する退職+済制度

当拠点が11成 する計算書類は以下の通 1'11■ つてい●す
.

(1,児童クラブ拠ど区分の計算書類 、第 1号の 4様式.第 2号の 4様式.第 1)号 ′)4様式)

(2)児童クラブ拠点区分事業活動明細書 (会計基準別紙■)は省略している.

13)児童 クラブ拠点区分資金1■東明細書 (会計基準別紙 3)lよ省略している.

基本財産の増減の内容及び全額は以下の とぉ 1,で十
.



(単位 :円 ,

基本財産の種類 前期末■高
｀
与期増加額 当期減少額 当期末残高

土 地

建物 -151.581 -151.584

定期預金

合 計 -151.5S■ -451.534

7.基 本金又は固定資産の売却若 しくは処分 に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し

該当なし

8.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

9

該当な し

担保 に供 している資産

該当たし

関連当事者 との取 引の内容

該当な し

重要な偶発債務

該当なし

重要な後発事象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要 な事項

10

11

12

13

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

(3)勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

(4)法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし
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2

計算書類に対する注記 (居宅介護支援拠点区分用)

継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を生じぎせる事象や状況は有 ilま せん.

重 要 な 会 計 方 針

(1)固 定書産′)減 価償却の方法

・平成19年 3月 31日 以前 1■ 取得した育形固定賛産

取得価額の10'.を 咬存価額とし取得価額に償却卒を乗するする定額法.耐用年数到素時

、こお tヽ
~も

使用十る資産はそ′しま千●償却方法を延長し備忘価額 (l円 )ま で償却を行う.

・平成19年 1月 1日 移行、1取 得した育形固定資産

埃存価額をゼロとし償却累計額が,得価額から備忘価額 (1円 )を 控除した金額 ,こ 達する

まで償却■~る
.償却卒を雫する定額法

・無形固定資産

当初よりヽ存価額をゼロLL.償却卒を乗する定額法.

(2)引 当金の計上基準

・退職給与引当全

石川県金沢市退職共済制度に基つき.期末退職主要支給額を計上しています
.

・賞与引当全・職員、こ対する賞与の支オ |こ 備ぇるた0.支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上してtヽ ま十
.

当施設 ,こ 有価証券及びリース責産:よ 育つません_

3.重 要な会計方針の変更

4

5

採用す る退職給付制度

加入して1｀ る退職共済制度は.次つとお‖です
.

・確定↑.付型退職拮付制度 一 石
"1県

全,R市社会福祉協議会が■催する,量臓共済制度

・確定拠出型退職十合付制度 ― 独立行政法人医療福祉機構が工催十る退職共済制度

拠点が作成す る計算書類等 と拠点区分

当施設が作成する計算書類 |ま 以下の通 |:||こ なっています_

(1,居宅介護支援拠点区分の計算書類 t第 1書の■様式.第 2号の4様式.常 3号の 4株式,

(2)居宅↑護支援拠点区分事業活動朗細書 、会計基準別紙■)|ま 省16し ている_

(3)居宅介護支援拠点区分責全収支明細書 、会計基準別訳 3)'■省16し
~い

る

6.基 本財産の増減の内容及び金額

特になし

基本財産の増減の内容及び金額ほ以下のとお・Iで ある.

(単位 :円 )

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末要高

上地

建 物

定期預金

投資有価証券

合計



9

10

1  1

12

13

7 基本金又は固定資産の売却若 しくは処分 に係 る国庫補助金等特別積立金の取崩 し
該当な t_

8 満期保有 目的の債 券の内訳並 びに帳簿価額、時価及 び評価損益
該当なし

担保に供 している資産

該当なし

関連 当事 者 との 取 引の 内容

該当なし

重要 な偶 発債 務

該当なし

重要 な後発 事 象

該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産 、負債

及び純資産の状態 を明 らかにす るために必要な事項

(1)会計処理上の見積方法の変更 ― 該当なし

(2)新たに採用した会計処理に関する事項 ― 該当なし

て3)勘定科目の内容について特に説明を要する事項 ― 該当なし

(4)法令.所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 ― 該当なし


